（様式第１号）
平成　　年　　月　　日
公益財団法人富山県新世紀産業機構　
理事長　　寺　林　　敏　　殿
                              　所在地
                             　 名称
                            　  代表者職・氏名             　　　       印
平成２８年度ものづくり研究開発・雇用創造支援事業費補助金交付申請書
　標記の補助金に係る事業を下記のとおり実施したいので、ものづくり研究開発・雇用創造支援事業費補助金交付要綱第9条の規定により、関係書類を添えて補助金の交付を申請します。
記
　１　補助事業に要する経費及び補助金交付申請額
補助事業に要する経費　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円
補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円
　　　　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円
　２　補助事業となるための要件確認（別紙１）

３　補助事業の経費配分及び収支予算（別紙２）
　４　新規雇用予定者(別紙３)
　５　補助事業の実施計画（別紙４）
　６　補助事業支出明細予算書（別紙５）

　７　その他関係書類
新規雇用者の履歴書の写し、または雇用計画書の写し
（別紙１）
補助事業となるための要件確認
１　企業要件（すべて該当することが必要です、該当項目の□を■にしてください）
	□　当事業による補助対象経費について、国や県等から他の補助金を受けておらず、また受ける予定はない
□　新規雇用予定者は、富山県内の事業所において業務に従事する
□　新規雇用予定者の雇用形態について、正規雇用又は所定労働時間が健康保険の被保険者となる要件（1日又は1週間の所定労働時間が正規労働者の概ね3/4以上）を満たす
□　資本関係を有する事業者で雇用（ただし、本社等で一括採用する場合を除く）されている者を雇い入れるものではない
□　県内に主たる事業所を有する事業者で雇用されている者を雇い入れるものではない
□　県内の事業所において雇用されている者を雇い入れるものではない
□　雇用保険適用事業所の事業者であること
□　厚生労働省が実施している雇用関係助成金について、不正受給をしてから３年以内の事業者でないこと
□　労働保険料を滞納している事業者でないこと（事業計画の認定申請を行う年度の前年度より前の年度の労働保険料を滞納していないこと）
□　事業計画の認定申請を行う日の前日から過去1年間に労働関係法令の違反を行っていない事業者であること
□　性風俗関連営業、接待を伴う飲食等営業、又はこれらの営業の一部を受託する営業を行う事業者でないこと
□　富山県税の全税目について滞納がないこと
□　審査に必要な書類等を整備保管し、国や県による実地検査の受け入れに協力する事業者であること



２　企業規模要件の確認（該当項目の□を■にしてください）
	□　富山県内に主たる事業所を有する中小企業（中小企業基本法第2条第1項(昭和38年法律第154号)に規定する会社及び個人）である。

　□　富山県内に主たる事業所を有する直近の年度の売上高が500億円以下の中堅企業である。




３　その他の要件の確認（すべて該当することが必要です、該当項目の□を■にして下さい）
	□　役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号（以下「暴力団対策法」という）第2条第6号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められる者ではないこと
□　暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者ではないこと
□　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められる者ではないこと
□　役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる者ではないこと
□　役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者ではないこと



４　補助事業の実施に伴う雇用創出効果（予定）
　　…補助事業の実施（ものづくり研究開発・雇用創造人材の確保）に伴い（又は関連して）、雇用創出や正規社員化が見込まれる場合は、記載してください。
	　① 求職者から正規雇用へ
	
	人

	　② 求職者から非正規雇用へ
	
	人

	　③ 非正規雇用から正規雇用へ
	
	人


注意１：「求職から正規雇用へ」とは、補助事業の実施に伴い（又は関連して）、新たに正規雇用する求職者数
注意２：「求職者から非正規雇用へ」とは、補助事業の実施に伴い（又は関連して）、新たに非正規雇用する求職者数
注意３：「非正規雇用から正規雇用へ」とは、補助事業の実施に伴い（又は関連して）、既存の非正規社員を正規雇用化する人数
 （別紙２）
事業経費の配分及び収支予算
１　補助事業に要する経費等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	対象経費区分
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費
(消費税抜き)
	補助金交付
申請額
	積 算 
内 訳

	新規雇用者給与
	
	(Ａ)
	
	
	別紙３
（雇用者毎）

	諸手当
	
	(Ｂ)
	
	
	別紙３
（雇用者毎）

	社会保険料等
（事業主負担分）
	
	(Ｃ)
	
	
	別紙３
（雇用者毎）

	人材紹介会社等
手数料（消費税抜き）
	
	(Ｄ)
	
	
	別紙３
（雇用者毎）

	旅費
	
	(Ｅ)
	
	
	別紙５

	通信運搬費
	
	(Ｆ)
	
	
	別紙５

	消耗品費
	
	(Ｇ)
	
	
	別紙５

	工具器具費
	
	(Ｈ)
	
	
	別紙５

	レンタル・リース料
	
	(Ｊ)
	
	
	別紙５

	外注費
	
	(Ｋ)
	
	
	別紙５

	合　　　　計
	
	(Ｌ)
	
	(Ｍ)
	
	


注意１：補助金交付申請額(Ｍ)は、補助対象経費(Ｌ)に補助率を乗じて得た額。
1,000円未満の端数が生じた場合は切り捨てるものとする。
注意２：人材紹介会社等手数料(Ｄ)は補助対象人件費(Ａ)＋(Ｂ)＋(Ｃ)の1/3以下とする。
２　人件費比率

	人　件　費
	補助対象経費全額
	人件費比率

	（Ａ)＋（Ｂ）＋(Ｃ)
	（Ｌ）
	（％）

	
	
	


注意１：人件費比率は1/2から2/3未満。
３　補助比率

	補助金交付申請額
	補助対象経費全額
	補助金比率

	（Ｍ）
	（Ｌ）
	（％）

	
	
	


注意１：補助比率は中小企業で80%、中堅企業で50%を上限とする。
４　補助事業に係る収支予算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	支　　　出
	収　　　入

	区分
	金額
	区分
	金額

	事　業　費
	
	自己資金
	

	
	
	補助金
	(Ｎ)
	

	合計
	
	合計
	


注意１：支出と収入の合計が一致するものであること。
注意２：補助事業に要する経費等の補助金交付申請額(Ｍ)と補助事業に係る収支予算の補助
金額(Ｎ)は一致するものであること。
（別紙３）
補助事業で雇用する人材
１　新規雇用（予定）者　(雇用者毎に作成)
	氏名
	
	　　歳
	男 ・ 女

	補助事業による雇用期間（予定）
	　平成　　年　　月　　日（　）～平成　　年　　月　　日（　）

	就業場所
	

	配属部署名
	

	役職名
	

	業務内容
	

	研究を実施する

経験・能力
	

	新規雇用者の
確保方法
 (該当項目の□を■にしてください。)
	□　人材紹介会社を利用（会社名　　　　　　　　　　）
□　ハローワークを利用
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	雇用形態
 (該当項目の□を■にしてください。)
	補助期間中
	補助期間終了後（予定）

	
	□　正規雇用
□　非正規雇用
（　　時間勤務/週）
	□　正規雇用
□　非正規雇用
（　　時間勤務/週）

	月額給与
	基本給
	
	円
	（手当内訳）


	
	諸手当
	
	円
	

	社会保険料等
	月　額
	
	円
	

	賞与
	
	
	円
	


 (別紙４)

補助事業の実施計画書
申請者名：　　　　　　

１．研究開発の名称
２．研究開発の従事構成

	氏　名
	年齢
	所属名・役職名

	
	
	

	
	
	　

	
	
	　

	
	
	　


３．研究開発の実施項目・実施予定

	実 施 項 目
	具体的内容と参加機関・個人の役割分担

	
	

	　　・実施予定（月）　　　　　　　　　　　　　　実施項目（上記連動）
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


４．研究開発の内容

(1)研究開発の技術的課題と達成目標

(2)研究開発における実施事項

· 必要な箇所を提案書から転記して下さい。

· 軽微な修正を除き、提案書に記載の内容の変更は行わないで下さい。

· 修正するところがある場合は、事前に事務局に連絡し、了承を得て下さい。

（別紙５）
補助事業支出明細予算書
	経費区分
	予算額（円）
	算出基礎
	備考

	新規雇用者給与
	
	
	

	諸手当


	
	
	

	社会保険料

(雇用者負担分)


	
	
	

	人材紹介会社等手数料（消費税抜き）
	
	
	

	旅　費
	
	
	

	通信運搬費
	
	
	

	消耗品費
	
	
	

	工具器具費
	
	
	

	ﾘｰｽ･ﾚﾝﾀﾙ費
	
	
	

	外注費
	
	
	

	合　計
	
	
	


※　経費区分間で20%以上の予算額の変更がある場合は変更届が必要となります。
※　算出基礎は、「品名または費用名」「単価」×「数量」＝「金額」で記入して下さい。

※　単価が高額のもの及びリース・レンタル費は見積書の写しを提出して下さい。

※　外注費は外注する具体的内容（・・・の加工、・・・の試験など）を記述して下さい。

注意：上記要件に欠落があった場合、当事業の対象とできません。


補助金交付決定後であっても、欠落が判明した場合は、交付決定を取り消すことになりますので、間違いのないようにご記入ください。








